
第５章

シンガポール・マレーシアの��関連産業の盛衰

――多国籍企業中心型発展の帰趨――

熊谷　聡

はじめに

　１９９０年代末から中国，台湾の��産業や韓国の携帯電話産業がグローバルな

競争力をもった産業として注目を集める一方で，それまで電子産業の世界的

な輸出拠点として注目されていたシンガポールやマレーシアに対する関心は

低下しているように思われる。しかしながら，貿易統計は両国からの情報機

器の輸出が依然として高い水準を保っていることを示している。

　このような実態と認識のギャップの一因としては，シンガポールやマレー

シアからの情報機器の輸出が，インテル（�����）やシーゲート・テクノロジー

（�����������	
����）などのグローバルなブランドを掲げた多国籍企業（������

���������	�
��
���������	�）によって行われていることが挙げられる。そこ

から，シンガポールやマレーシアという国の存在を感じ取ることは難しい。

これは，���の��部門を買収した聯想（������），ノート��の世界最大の生

産者である廣達電脳（���������	
����），近年急速に国際的なブランドイメー

ジを高めつつあるサムスン電子（��������	
��������）などの有力な地場企業

が活躍し，その名前が頻繁にメディアに登場する中国，台湾，韓国の情報機

器産業の状況とは対照的である。

　本章では，こうした電子産業を担う主体の違いが，��産業におけるシンガ



ポール・マレーシア両国の国際的な地位にどのように影響したのかを明らか

にすることを目的とする。とくに，台湾がノート��を中心に，多国籍企業か

ら���ビジネスを獲得して急速に生産・輸出を伸ばす一方で，多国籍企業の

「直営」生産拠点であったシンガポールの��生産が衰退を余儀なくされた

１９９０年代後半に焦点を絞り，分析を行う。一方で，本章では，多国籍企業主

体の産業構造が必ずしも一国にとってマイナスとはならないことを，マイク

ロプロセッサ（�����������		�
���
������）やハードディスク・ドライブ（�����

����������	�
��）の例を挙げて示す。

　本章は以下のように構成される。第１節では，アメリカの輸入データを用

いて，シンガポールとマレーシアが��関連産業のなかでどの分野に強みを

もってきたのかを，時系列で明らかにする。第２節では，第１節で明らかに

された両国の「強み」が，多国籍企業の両国での活動と表裏一体の関係にあ

ることを述べる。第３節では，１９９０年代に，��の生産が「消費地」に近い場

所に引き寄せられる力が強まり，多国籍企業主体のシンガポール・マレーシ

アの��産業はその動きに抗することができなかったことを明らかにする。

第４節ではシンガポールの代表的な地場の��関連企業４社を取り上げ，なぜ，

��の生産で台湾企業のような有力な地位を占めるにいたらなかったのかを

示す。第５節は第４節までの議論をまとめるとともに，多国籍企業の現地法

人が産業発展をリードする「多国籍企業内産業発展」の可能性を示す。

　なお，本章ではシンガポールとマレーシアの２カ国を同時に扱っており，

基本的には両国の類似性に着目して分析を行う。両国は１人当たりの所得水

準や人口規模，民族構成などが異なっている。しかし，ともに旧英領植民地

であり，１９６５年のシンガポール独立以前はマレーシア連邦として一体だった

ため，社会的・文化的な共通点も多い。なにより，本章の副題でもある多国

籍企業中心の経済発展という点で両国は共通している。したがって，本章で

は基本的にシンガポールとマレーシアの２カ国を多くの共通点をもつひとつ

のグループとして並列に扱い，両国の差異が顕著な点については，逐次その

旨を記述することにする。

���



第１節　シンガポール・マレーシアの電子産業の優位性

　本節では，アメリカの輸入データ（１）に基づいて，シンガポールとマレーシ

アの電子産業が中国，台湾，韓国と比較してどの製品に優位性をもっている

のかを明らかにする。ここでアメリカの輸入データを用いるのは，同国の貿

易データが��関連品目の正確な分類に必要となる��コード１０桁レベルで提

供されているためである。また，アメリカは世界最大の��関連製品輸入国で

ある。２００３年の輸入額は５３０億ドルに達し，全世界の��関連製品輸入額の

２０�４％を占めている（２）。したがって，アメリカ市場での国別輸入シェアは，各

国の電子産業の特質をみるうえで，ひとつの目安となる。本節では，��関連

機器について，品目ごとに国別シェアを時系列で確認する。なお，本節で用

いられる「��関連機器」にはデスクトップ��，ノート��，���，���，

����，キーボード，モニタ，プリンタ，スキャナが含まれる。

　１．品目別・国別輸入シェアの推移

　��関連機器全体でみた場合（図１），シンガポールの輸入シェアはピークを

過ぎたものの，依然として一定の水準を保っており，マレーシアの輸入シェ

アは１９９０年代から２００３年まで順調に伸びていることがわかる。２００３年のシン

ガポールとマレーシアの輸入シェアを合計すれば２６�１％となり，急速にシェ

アを伸ばしている中国（２７�０％）にほぼ匹敵する。また，シンガポールとマレー

シアを合計した輸入シェアは，台湾（８�０％）や韓国（５�７％）を大きく上回っ

ており，��関連機器の輸出国として，シンガポールとマレーシアは依然とし

て重要な地位を占めていることがわかる。

　デスクトップ��については（図２），アメリカが主にシンガポール・マレー

シアから輸入していたのは１９９０年代前半であった。その後シンガポール・マ
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レーシアともにシェアは激減し，２００３年にはメキシコが最大の輸入先となっ

ている。これに対してノート��の場合は，シンガポールとマレーシアでシェ

アの動きが異なる（図３）。シンガポールは１９９０年前半には日本，台湾，メキ

シコとともにアメリカ市場で「４強」の一角を占めていたが，その後，大幅

にシェアを減らしている。一方，マレーシアについては，２００１年にデル（����）

がアメリカ向けにノート��の輸出を開始したことでシェアが急伸した。台

湾は１９９８年から２００２年までアメリカにとって最大のノート��輸入先であっ

た。２００１年以降，中国からのノート��の輸入が急増しているのは，台湾政府

が中国本土に対するノート��生産企業の投資を解禁し，多くの台湾企業が中

国でノート��の生産・輸出を行うようになったためである。

　���と���の２品目では，マレーシアとシンガポールからの輸入シェア

の高さが突出している（図４および図５）。���（３）については，マレーシア

のシェアは，常に４０％台を中心としたレンジで推移し，常にアメリカにとっ

���

図１　アメリカ市場におけるPC関連機器輸入額・国別シェアの推移

（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）USITCデータベースより筆者作成。
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図２　アメリカ市場におけるデスクトップPC輸入額・国別シェアの推移

（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）図１に同じ。
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図３　アメリカ市場におけるノートPC輸入額・国別シェアの推移

（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）図１に同じ。
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図４　アメリカ市場におけるMPU輸入額・国別シェアの推移
（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）図１に同じ。
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図５　アメリカ市場におけるHDD輸入額・国別シェアの推移

（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）図１に同じ。
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図６　アメリカ市場におけるプリンタ輸入額・国別シェアの推移
（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）図１に同じ。
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図７　アメリカ市場におけるDRAM輸入額・国別シェアの推移
（国別シェア，％） （輸入額，100万米ドル）

（出所）図１に同じ。
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て最大の���輸入先であり続けている。���（４）については，シンガポール

のシェアは５０％台を中心としたレンジで推移し，常にアメリカにとって最大

の輸入先であった。マレーシアは，ゆっくりとではあるが着実にシェアを伸

ばし，シンガポールに次いで第２位の���輸入先となっている。　

　プリンタ（５）については（図６），シンガポールの輸入シェアは１９９８年まで

日本に次いで第２位であったが，�２００３年のシェアは５�１％にまで低下してい

る。一方，マレーシアの輸入シェアは，�２００３年には２２�１％にまで上昇し，国

別シェアで中国に次いで第２位となっている。従来，アメリカのプリンタの

輸入先としては日本が他国を圧倒していたが，長期低落傾向にあり，２００３年

現在では，中国，マレーシアからの輸入が日本からの輸入を上回っている。

����（６）については（図７），韓国からの輸入が最も多く，シンガポールの

輸入シェアは２００３年時点で韓国に次いで第２位，マレーシアの輸入シェアは

第４位となっている。

　このようにみてくると，シンガポールについては，１９９０年代前半にはデス

クトップ��，ノート��ともにアメリカの輸入先の上位を占めていたが，そ

の後，デスクトップ��についてはメキシコに，ノート��については台湾，

中国，マレーシアにアメリカ向け輸出拠点としての地位を奪われたことがわ

かる。一方で，���については１９９０年代から２００３年現在まで，他国を圧倒す

る強さを維持し続けており，����でも一定のシェアを保っている。

　マレーシアについては，デスクトップ��では１９９０年代後半にアメリカ向け

の輸出基地として地位を失った一方で，ノート��については２００１年以降にア

メリカ向け輸出拠点としての地位を新たに獲得した。また，���については，

１９９０年代を通じて２００３年現在まで，他国を圧倒する強さを維持し続けている

ほか，プリンタでも一定のシェアを確保している。

　２．顕示対称比較優位指数による分析

　製品別・国別輸入シェアの分析により，現在のアメリカ市場で，マレーシ

���



アはノート��，���，プリンタに優位性をもっており，シンガポールは���

に強い優位性を，加えて����にも優位性をもっていることがわかった。こ

こでは，より包括的に各国の��関連製品についての「得意」「不得意」を明

らかにするために，ここまでみてきた６品目にキーボード，モニタ，スキャ

ナを加えて顕示対称比較優位（����������	

�������
�������������������

����）指数（７）を用いた分析を行った。

　����は，同様の分析に一般的に用いられる顕示比較優位（���������

���������	
��	�����
�����）指数をベースに，値域がマイナス１から１の間

に収まるように加工した指標である。����が０の場合は，�国の全輸出に占

める品目�の比率が，全世界の平均的な比率に一致していることを意味する。

つまり，����が０の場合は，�国は品目�の輸出について優位でも劣位でも

ない。����がプラスの場合には，�国は品目�の輸出について他国と比べて

優位にあり，����がマイナスの場合には，�国は品目�の輸出について他国

と比べて劣位にあることを意味している。

　以下，シンガポールとマレーシア，比較のために中国，台湾，韓国につい

てアメリカ市場における品目別����を示す（図８～１２）。比較の時点は，現時

点でデータが入手可能な最新時点である２００３年と，１９９７年のアジア通貨危機

の影響を受ける前年の１９９６年とした。

　シンガポールの場合（図８），１９９６年から２００３年の間に���についての優位

性が高まり，����について新たに優位性をもつようになっている。一方で，

プリンタ，スキャナについては優位性を失っていることがわかる。マレーシ

アの場合（図９），１９９６年時点では���に非常に強い優位性をもっていたとい

えるが，２００３年には優位性をもつ品目が���，ノート��，プリンタの３品

目に多角化したといえよう。台湾の場合（図１０），ノート��で優位を保ってい

る一方で，スキャナについては優位性を失い，新たに����について優位性

をもつようになっている。中国の場合（図１１），１９９６年から２００３年の間に���

についての優位性を失う一方で，ノート��について新たに優位性をもつよう

になっている。韓国の場合（図１２），１９９６年から２００３年について，優位性をもっ
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図８　シンガポールのアメリカ市場における品目別RSCA指数
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（出所）図１に同じ。
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図９　マレーシアのアメリカ市場における品目別RSCA指数
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（出所）図１に同じ。
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図10　台湾のアメリカ市場における品目別RSCA指数
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（出所）図１に同じ。
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図11　中国のアメリカ市場における品目別RSCA指数
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（出所）図１に同じ。
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ている����とモニタの２品目について，さらに優位性を高めたということ

ができる。

　このようなアメリカ市場での各国の優位性についての����を用いた分析

���

図12　韓国のアメリカ市場における品目別RSCA指数
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（出所）図１に同じ。
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（注）◎：RSCA 0.2以上  ○：0.1～0.2  △：－0.1～0.1   ×：－0.1以下
（出所）筆者作成。
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表１　アメリカ市場におけるPC関連製品についての各国の優位性（2003年）
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結果をまとめたのが表１である。２００３年時点でシンガポールがアメリカ市場

で優位性をもっている品目は���と����で，とくに���については他の

東アジア各国にない強い優位性をもっている。一方，マレーシアがアメリカ

市場で優位性をもっている品目は���，ノート��およびプリンタで，なか

でも���については他の東アジア各国にない強い優位性をもっている。

第２節　シンガポール・マレーシアの電子産業の「強み」と

多国籍企業

　シンガポール・マレーシアの電子産業の最大の特徴は，国際的に優位性を

もつ製品の輸出が有力な多国籍企業によって行われている点である。逆にい

えば，どの多国籍企業がシンガポール・マレーシアに立地するかによって，

両国が優位性をもつ品目がほとんど完全に規定されてしまうということにな

る。

　ここまでの分析で，アメリカ市場において，シンガポールは���および

����について，マレーシアは���，ノート��，プリンタの３品目につい

て優位性をもっていることがわかった。これは，以下に示すように，シンガ

ポールはシーゲートやマクストア（������）（８）の重要な生産拠点となっており，

マレーシアがインテル，デル，ヒューレット・パッカード（����������	
����

��）にとって重要な生産拠点となっていることと表裏一体である。唯一，

����については，例外的にシンガポール政府系のチャータード・セミコン

ダクター・マニュファクチャリング（����������	�
����������������������）が

大きな役割を果たしている。

　１．シンガポールにおける電子産業の担い手

　シンガポールが���に優位性をもつ最大の要因は，���生産大手のうち，
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シーゲートとマクストアにとって，シンガポールが重要な生産拠点となって

いるためである。このうち，シーゲートは���業界の最大手で，１９８２年に

���の生産拠点を設けて以来，シンガポールにコミットし続けている。シー

ゲートがシンガポールを生産拠点として選択した要因としては，安い労働力，

電子産業の蓄積，多国籍企業で勤務経験のある人材が豊富なことの他に，「政

府の素早い対応や各種インセンティブ」（���������	�
	��［２０００��１６０］）があっ

た。２００４年現在，シーゲートはシンガポールで７７００名を雇用し，���の生産

を行うだけでなく，本格的な�＆�を行っている。２００４年６月に発表された

シーゲート初の１インチ���は，シンガポールで開発されたものである。ま

た，シーゲートは，２００３年からの５年間で，シンガポールに５億シンガポー

ルドル（以下，�ドル）を投資することを発表している。シーゲートのビル・

ワトキンス（����������	
）���兼会長は，「我々はシンガポールの役割を，デ

ザインや開発など技術的に高度な活動を行い，労働力の専門知識を活用する

場であるとみている」（��������	
���	��	��
�	�������������２００４）と述べてい

る。シーゲートに代表される���メーカーのシンガポールへの強いコミッ

トメントにより，シンガポール製���がアメリカ市場に占めるシェアは他国

製を大きく引き離している（９）。

　シンガポールは現在，主要な��関連製品では���に優位性をもっている

が，アメリカの輸入データからわかるように，１９９０年代前半にはデスクトッ

プ��およびプリンタの輸出拠点であり，１９９０年代後半の一時期はノート��

を多く輸出していた。過去にシンガポールが優位性をもっていた製品につい

ても，輸出の主な担い手は多国籍企業であった。デスクトップ��については，

アップル（����������	
��），コンパック（������������	
�）が１９９０年代にシ

ンガポールを主要な生産拠点にしており，プリンタについては��，キャノン

（�����），エプソン（��������	�
）などの生産拠点となっていた。１９９０年代後

半のノート��についてはコンパックが，スキャナについてはエプソン，��

がシンガポールで生産を行っていた（１０）。こうした多国籍企業の生産拠点が

他国に移ると同時に，シンガポールからのこれらの製品の輸出は急減した。

���



　表２はシンガポール電子産業における売上高上位３０社のリストである

（２００１�０２年度）。３０社のうち２６社を多国籍企業が占め，シンガポールの電子産
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（注）網かけの部分はシンガポール企業を示す。

（出所）Singapore 1000, 2001/2002, DP Information Networkから筆者作成。

順位
（電子産業）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

順位
（全業種）

3

12

20

27

31

32

33

37

44

50

53

58

64

65

66

68

74

77

81

87

91

96

107

112

124

125

130

141

142

144

表２　シンガポールの電子産業における売上高上位30社（2001/02年度）

企業名

Hewlett-Packard Singapore
STMicroelectronics Asia Pacific  
Micron Semiconductor Asia  
Solectron Technology Singapore 
STMicroelectronics  
Maxtor Peripherals （S）  
Agere Systems Singapore  
Infineon Technologies Asia Pacific
Motorola Electronics  
Philips Electronics Singapore  
Microsoft Operations  
Compaq Asia  
Thomson Multimedia Asia  
Matsushita Kotobuki Electronics Industries （S）
Creative Technology 
Pioneer Electronics Asiacentre  
Chartered Semiconductor Manufacturing
Tech Semiconductor Singapre  
Acer Computer International 
Venture Manufacturing （Singapore）
Broadcom Singapore  
Omni Electronics （S）  
NEC Semiconductors Singapore  
Singapore Epson Industrial  
Murata Electronics Singapore
Hitachi Nippon Steel Semiconductor Singapore
Hewlett-Packard International  
B.M. Nagano 
Toshiba Singapore  
Sanyo Asia  

売上高
（1,000Sドル）

13,609,123 

8,125,860 

5,350,799 

4,512,974 

4,129,551 

4,113,288 

4,070,934 

3,864,941 

3,317,581 

2,883,456 

2,768,126 

2,521,093 

2,432,260 

2,396,271 

2,351,307 

2,202,749 

1,984,682 

1,827,281 

1,714,745 

1,456,390 

1,372,218 

1,330,200 

1,196,085 

1,133,648 

985,460 

980,694 

956,023 

898,845 

891,143 

884,414 

純利益
（1,000Sドル）

2,177,002 

180,267 

189,316 

-146,005 

115,958 

23,815 

627,054 

112,814 

509,606 

-25,853 

259,199 

173,085 

-23,173 

-18,256 

282,702 

421,496 

352,133 

773,848 

14,244 

105,158 

310,094 

23,212 

12,052 

2,413 

125,678 

189,496 

-22,241 

2,695 

22,992 

276 



業の中心が多国籍企業であることがわかる（１１）。一方で，シンガポール企業は

１５位のクリエイティブ・テクノロジー（���������	�
�����），１７位のチャー

タード・セミコンダクター・マニュファクチャリング，２０位のベンチャー・

マニュファクチャリング（���������	��
	������），２２位のオムニ・エレクト

ロニクス（��������	
����	）（１２）の４社のみである。

　シンガポールの電子産業の発展は，多国籍企業の誘致によるものであると

いってよい。シンガポールの電子産業が発展期に入ったのは，１９６８年のこと

である。１９６８年以前，シンガポールに存在した有力な電子産業関連企業はロ

キシー（����）とセトロン（������）の２社だけで，両者は地場市場向けの白

黒テレビを生産していた。シンガポール政府が１９６７年にアメリカでオフショ

ア生産基地としてのシンガポールを売り込んで以降，日米欧からのシンガ

ポールへの電子産業の投資が急拡大した。１９６８年から１９７４年までのあいだに，

電子産業の雇用者数は７００名から４万２３５０名と６０倍に，生産額は８４０万�ドル

から１３億７９７９万�ドルと１６４倍に増加した（�����������	［１９７７］）。シンガポー

ルの電子産業は，多国籍企業を誘致することで，１９７０年代前半に急速に成長

したことがわかる。

　２．マレーシアにおける電子産業の担い手

　マレーシアが���に優位性をもつ最大の要因は，１９７３年の進出以来，イン

テルの重要な生産拠点となっているためである。マレーシア北部の電子産業

の集積地であるペナン島（������������）と，隣接するクダ（�����）州クリ

ム（�����）の２カ所にインテルの工場が立地しており，マイクロプロセッサ

や周辺チップセット等の生産を行っている（���������	�
��［２００３��７８］）。イン

テルはアメリカ本国以外では，マレーシア，コスタリカ，中国（上海），フィ

リピンに後工程をもっているが（１３），アメリカの輸入データからは，マレーシ

アが最も重要な生産拠点となっていることがわかる。インテルがマレーシア

での���の生産に強くコミットしてきたことで，マレーシアの���輸出は

���



アメリカ市場で安定的に高いシェアを占め続けている。

　インテルは���などの生産だけでなく，マレーシアでの�＆�も強化して

いる。２００３年８月，インテルのクレイグ・バレット（�����������	）���は自

社のペナン工場を訪問した際に，毎年１億米ドル（インテルの年間�＆�予算の

２�５％に相当）をペナンでの�＆�に投資すると述べている（�����������	��

［��������	］，�２７���������２００３）。現在，マレーシアにはインテルのボードデザ

インセンター（��������	
�������������	
������）が設置され，２００名のマ

レーシア人エンジニアがマザーボードの設計を行っている（��������

［��������］，２４����������２００５）。また，２００５年には，クリムの新工場建設に２

億３０００万米ドルを投じることを発表し，新工場にはインテルのデジタル・ホー

ム・プラットフォームなどをサポートする「プラットフォーム互換性・エコ

システム検証ラボ（��������	
�����������	���	�������������������	�
��）」が付

設されることになっている（��������［��������］，９����������２００５）。

　一方，マレーシアがアメリカ市場でノート��に優位性をもつ最大の要因は，

デルがマレーシアをアメリカ向けのノート��輸出拠点に位置づけているた

めである。デルは１９９５年にマレーシアのペナンにアジア太平洋向けのカスタ

マー・サービスセンターを設置した。その後，デルは２００１年５月に日本向け

デスクストップ��の生産をペナンから中国の厦門に移転する一方で，マレー

シアからアメリカに直接ノート��を空輸するマレーシア・ダイレクト・シッ

プ（�����������	
����������）プログラムにより，２００１年２月よりアメリカ

向けのノート��の輸出を開始した（��������	
�１８�����２００２）。２０００年以前，

マレーシアのアメリカ向けノート��の輸出は皆無であったから，マレーシア

のアメリカ市場でのノート��の輸入シェアが中国に次いで第２位となった

のは，デルの輸出によるものであることがわかる。

　プリンタの場合，マレーシアが国際的な優位性をもつ最大の要因は，マレー

シアが��のプリンタの生産拠点となっているためである。��自体はマレー

シアに生産拠点をもっていないが，委託契約先の���企業３社がマレーシア

で��ブランドのプリンタを生産している。
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　このように，多国籍企業がマレーシアから大規模な輸出を行い，それがマ

レーシアの国際的な優位性となっている一方で，マレーシアの電子産業に占

める地場企業の割合は低い。たとえば，半導体や電子部品を生産する企業に

ついて１９９９年のデータをみると，中小企業は企業数では全体の１５�３％を占め

るが，付加価値額では０�４％，雇用者数では５�７％，固定資本額では０�６％，支

払い賃金総額では０�７％を占めるにすぎない（���������［２００４��１４０］）。大企業

＝多国籍企業，中小企業＝地場企業という図式は必ずしも正しくないが，電

子産業における大企業のほとんどが多国籍企業である一方，中小企業には外

資系も含まれるから，上記の数値はマレーシアの電子産業における地場企業

のプレゼンスの上限に近い数値であるといえるだろう。

　マレーシアの電子産業も，シンガポール同様に多国籍企業の誘致によって

開始されたといっても過言ではない。初期のマレーシアの電子産業の発展を

牽引したのは，１９７０年代初頭に自由貿易地域（������������	
������）に進出

した半導体関連企業であった。１９６０年代から，松下電器などの日系家電メー

カーは市場確保を主な目的としてすでにマレーシアに進出していた。しかし，

マレーシアが家電の本格的な輸出基地となるには，１９８０年代後半の直接投資

ブームを待たねばならなかった。これに対し，半導体は１９７０年代，１９８０年代

を通じて，マレーシアの電子産業の輸出の中心であった。マレーシアの電子

産業は，１９７０年の時点では，雇用者数が５７７人，生産額が２４５０万リンギと小規

模なものであった。しかし，１９８０年には雇用者数が１１９倍の６万８６５３人，生産

額が１４５倍の３５億５９３０万リンギに増加した（１４）。マレーシアの電子産業が，

１９７０年代にいかに急激に発展したかがわかる。

　マレーシアの電子産業が短期間に急激な発展を遂げることができたのは，

ペナン州に設置された���を中心に有力な多国籍企業が多数進出したためで

ある。当時，アメリカ系を中心とした半導体企業は，アメリカの関税制度が

整備されたことで半導体のオフショア生産が可能になったため，積極的な海

外展開を進めていた（鳥居［１９９０��２４６�２４７］）。一方，マレーシア側，とくにペ

ナンでは，自由港のステータスが１９６９年に取り消しになったことなどにより

���
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（出所）Annual Report For the FTZs Operations in Penang, 1973から筆者作成。

企業名 進出時期 資本構成

Penang Electronics

National Semiconductor Electronics
（現Fairchild Semiconductor）

Pentex

Litronix（M） 
（現Osram Opt Semiconductors）
Robert Bosch（M）

IHC （M）

Microsystems International 
Clarion （M） 

Intron Industries （M）

ITT Translectronics （M） 

Intel （M） 
Advanced Micro-Devices 
Mostek （M） 
Atlas Electronics （M） 

Penshin Components 

Hewlett Packard （M）
（現Agilent Technologies ）

Micro-Machining 
Monolithic Memories （M）
Joint Asian Surgical Industries 
Hitachi Semiconductor （M）

Viking Askim

表３　ペナンのFTZへの初期の進出企業

1970年７月

1972年１月

1972年４月

1972年５月

1972年６月

1972年７月

1972年８月
1972年９月

1972年９月

1972年11月

1973年１月
1973年２月
1973年３月
1973年４月

1973年４月

1973年５月

1973年６月
1973年６月
1973年９月
1973年10月

1973年10月

マレーシア100％

アメリカ　100％

香港　　　　90％
マレーシア　10％
アメリカ　100％

スイス　　　85％
ドイツ　　　15％

オランダ　　70％
マレーシア　30％
カナダ　　100％
マレーシア　80％
香港　　　　20％
マレーシア　50％
香港　　　　50％
アメリカ　　80％
マレーシア　20％
アメリカ　100％
アメリカ　100％
アメリカ　100％
香港　　　　90％
マレーシア　10％
マレーシア　51％
日本　　　　49％
アメリカ　100％

アメリカ　100％
アメリカ　100％
ドイツ　　100％
日本　　　　70％
マレーシア　30％
ノルウェー　65％
デンマーク　35％

生産品

ラジオ，プリント基板，カ
セット・テープレコーダ
IC，電子部品，アンプ，
計測器， 補聴器部品， 電
信・電話部品，金メッキ
絹糸， 化学繊維， 絹織物

LEDアレイ

カメラ，映画用カメラ，カ
メラ・ストロボ用電子部
品，携帯型ラジオ，アンプ，
スピーカ，テレビ受像機，
テープ・カセットレコー
ダ等
造船

半導体，IC機器
プリント基板アセンブ
リ，カーラジオ
プリント基板，電子部品
サブ・アセンブリ
ポータブル・ラジオ

半導体
IC
IC
携帯型ラジオ，同調用可
変コンデンサ等
スピーカ，抵抗，変圧
器， コイル， アンテナ等
テープレコーダ，計算
機，コンピュータ， 計測
器，電話機器，半導体，
その他電子部品
産業用機械等
IC
外科用器具
トランジスタ，ダイオー
ド，LED，IC
ゴム製ファッション履
物



１５％前後という高い失業率に直面していた。これに対処するため，１９６９年に

州政権の座についた政党グラカン（�������）は製造業の振興を観光業ととも

に州経済再生の柱とし，自由貿易地域を設定して半導体企業の誘致を図った

（���［２００２］）。１９７０年代初頭にアメリカ系を中心とした半導体企業がマレー

シアを立地先として選択した要因としては，�英語を話す豊富で良質な労働

力，�マレーシア政府の投資奨励措置，�工業団地等の優れたインフラ，�

政治的安定，があったとされている（鳥居［１９９０��２４７］）。

　ペナンの���への初期の進出企業には，ロバート・ボッシュ（���������	
�），

��，ナショナル・セミコンダクター（���������	
�������������
��������），ア

ドバンスド・マイクロ・デバイス（���������	
������
������	�），日立半導

体（���������	
����������），インテルなどが名を連ねていた（表３）。このよ

うな企業がマレーシアの半導体産業の発展を牽引した。

第３節　１９９０年代の��産業におけるサプライ・チェーン・マ

ネージメント

　ここまでの分析で，シンガポール・マレーシアからの情報機器の輸出は，

多国籍企業がシンガポール・マレーシアを生産・輸出拠点として選択するか

否かに決定的に依存していることが明らかになった。これは，自国企業が産

業の担い手となっている日本，韓国，台湾などの国々とは対照的である。と

くに，電子産業については，自国企業が担い手の中心となっている台湾と，

多国籍企業が中心のシンガポール・マレーシアの違いは以前から指摘されて

いた（������［１９９５］��������［２０００］）。

　「なぜ，電子産業の中心的な担い手がシンガポール・マレーシアと台湾，韓

国，中国で異なるのか」という問題は第５節で論じるとして，本節では，こ

うした担い手の違いが，��産業の輸出パフォーマンスにどのような影響を与

えたのかについての仮説を提示し，貿易データを用いた検証を行う。具体的

���



には，「１９９０年代に，��の生産が消費地に近い場所に引き寄せられる力が強

まり，多国籍企業主体のシンガポールの��産業はその動きに抗することがで

きなかった」という仮説を検証する。

　１．グラビティ・モデルを用いた��貿易の分析

　グラビティ・モデル（��������	
��）は多くの貿易に関する実証分析で，

貿易量のベンチマークとして用いられているモデルである。具体的には，２国

間の貿易量は以下の式に従うと想定する。

　�

　ただし，一般的に��＞�，��＞�，��＜�

　すなわち，２国間の貿易量（���）は，両国の���（����，����）に比例し

て大きくなり，一方で両国間の距離（���）が離れるにしたがって減少すると

考えるのである。グラビティ・モデルについては，「文字どおり数百もの貿易

量を説明する実証研究の基礎である一方で，比較的浅い（あやふやではないに

せよ）理論的基礎しかもたなかった」（��������［２００１］）などの指摘もある。

しかし，グラビティ・モデルが多くの実証研究に用いられていることからも

明らかなように，理論的背景が必ずしも明確でない点をのぞけば，きわめて

高い説明力をもつグラビティ・モデルを貿易の分析に用いる利点は多い。

　本節では，世界貿易をカバーした��������データベースの��６桁コー

ドによる分類を用いて，デスクトップ��（��コード８４７１�９１），ノート��（同

８４７１�２０），比較のためにデータ記録装置（同８４７１�９３）とマイクロプロセッサ類

（同８５４２�１１）について，品目別にグラビティ・モデルの推計を行った。具体的

には，１９９３～２００３年の各年について以下のモデルを最小自乗法（���）で求

め，貿易量の距離弾力性（��）の推移を観察した。

　�

��（���）＝�＋����（����）＋����（����）＋����（���）

��（���）＝����（����）＋����（����）＋����（���）＋�������＋�������＋�������＋���
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ただし，���…�国と�国の間の距離（両国の首都間の大圏距離で近似）

　　　　�����…国別ダミー

　　　　������…隣接性ダミー（�国と�国が国境を接している場合は１，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　��　それ以外は�）

　　　　����…誤差項

　��は通常マイナスの値をとり，係数がマイナス１であれば，２国間の距離が

１％増加するにしたがって貿易量が１％減少することを意味する。係数がマ

イナス方向に大きいほど，輸送距離が貿易量を減少させる影響が大きいこと

を意味している。

　推計結果は図１３のようになった（１５）。デスクトップ��貿易の輸送距離弾力

性は１９９３年のマイナス１�１から１９９５年にはマイナス１�５へと大幅に増加した。

しかし，１９９５年以降については，ほぼマイナス１�４からマイナス１�５の間で推移

しており，大きな変化はみられない。つまり，デスクトップ��については，

１９９０年代前半に貿易の輸送距離に対する弾力性が大きくなり，その後はそう

した状況が続いているといえる。

　ノート��の貿易の輸送距離弾力性は，１９９３年のマイナス０�９５から１９９６年に

はマイナス１�４にまで増加した。その後，１９９８年まではマイナス１�３からマイナ

ス１�４の間で推移していたが，１９９９年から一段と輸送距離弾力性が高くなり，

２０００年以降は，マイナス１�６前後で推移している。

　この結果は，デスクトップ��とノート��の輸送に関する直感的な理解と

乖離しているように思われる。一般的に，デスクトップ��は体積・重量とも

に大きく，筐体内部の空間が大きいため，製品を組み上げてからの長距離輸

送がコスト効率的でないことは理解しやすい。一方で，ノート��の場合は，

体積・重量ともに小さく，デスクトップ��と比較して体積・重量当たりの価

格が高いため，空輸による長距離輸送に適しているように思われる。しかし，

上記の分析では，ノート��もデスクトップ��と同様に，輸送距離が長くな

るにつれて貿易量が大きく減少することが明らかになったのである（１６）。

　ここでは，��との比較のために，���などを中心とする「データ記録装

���



置」と���などを含む「マイクロプロセッサ類」についても同様の分析を行っ

た。その結果，両方について，��には明確なトレンドはみられず，１９９３年以

降２００３年まで，おおむねマイナス１�０からマイナス１�２の間で推移していること

がわかった。すなわち，１９９０年代の間に，データ記録装置やマイクロプロセッ

サ類などの��コンポーネントの輸送距離弾力性はさほど変化しなかった一

方で，デスクトップ��，ノート��といった最終製品については，輸送距離

　第５章　シンガポール・マレーシアの��関連産業の盛衰　���
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弾力性が大幅に高まったことがわかる。

　

　２．平均輸送距離の推移

　図１４は，��および��コンポーネントの貿易について，平均輸送距離の推

移を１９９３年から２００３年について求めたものである（１７）。デスクトップ��の平

均輸送距離は，１９９３年の約６０００��から２００３年には約４４００��へと２７％減少し

ている。前述のグラビティ・モデルによる分析とあわせると，デスクトップ

��については，１９９０年代に貿易の距離弾力性が高まり，実際にも貿易は近距

離で行われるようになっていることがわかる。

　一方，ノート��の平均輸送距離は，１９９３年の約８４００��から，１９９９年には

約６３００��にまで２５％減少した。しかし，その後，平均輸送距離は増加に転じ，

２００３年には約７５００��となっている。これは，前述のグラビティ・モデルに

よる分析と矛盾するように思われる。ノート��は１９９９年以降，輸送距離弾力

性が高まっているにもかかわらず，実際には１９９９年以降の平均輸送距離は伸

びているのである。この点についての解釈は，本節第４項で行うことにする。

　比較のために，データ記録装置とマイクロプロセッサ類について平均輸送

距離をみてみよう。データ記録装置の平均輸送距離は１９９３年の約９３００��か

ら２００３年には約７８００��と１７％減少している。マイクロプロセッサ類の平均

輸送距離は１９９３年の約８０００��から２００３年には５８００��へと２７％減少している。

この結果も，前述のグラビティ・モデルによる分析と矛盾するように思われ

る。データ記録装置やマイクロプロセッサ類については，貿易量の輸送距離

弾力性は１９９０年代を通じてそれほど変化していない。しかし，実際には，平

均輸送距離は大きく減少している。この点についても，本節第５項で解釈を

試みる。

���



　３．���の強化とシンガポール・マレーシアの��産業

　

　デスクトップ��についての推計結果は，１９９０年代を通じて，��関連企業

がサプライ・チェーン・マネージメント（���������	
���	�	����������）を

強化したことと対応していると考えられる。デルのケビン・ロリンズ（������

������）���はアメリカ国内の工場を拡張することについて「他の企業のよう

に製品を海外で生産しないのか」と問われ，「��を移動させるコストは（製

造のための）労働コストよりもはるかに高いから，我々は顧客の近くに立地す
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る」と述べている（������２����������２００４）。１９９０年代に入って，企業が労

働コスト一辺倒ではなく，輸送コストや在庫のコストなど���を考えて立地

を決定するようになったことは間違いない。また，デルのように��の最終組

立を自社で行っている��メーカーは例外となり，多くの��企業は１９９０年代

の間に��の組立すら自社で行うことをやめ，�������で調達するように

なるなど，���の強化は単なる立地の選択にとどまらなかった。

　こうした１９９０年代の��産業の立地最適化，あるいは生産のアウトソーシン

グの流れのなかで，シンガポールに立地していた多国籍企業の��関連工場の

多くは，閉鎖するか���企業に売却されることになった。たとえば，アップ

ルは１９９８年に���企業のナットスティール・エレクトロニクス（���������

��������	�
����）に生産設備を売却し，����などの生産を委託したが，後に

����の生産委託先を��電子に変更し，���の業績悪化の一因となった。コン

パックは１９９９年にシンガポールでの��生産を大幅に縮小した。その際に，年

次報告書のなかで，シンガポールでの生産縮小によりシンガポール政府から

与えられていた税制優遇政策を受けられなくなるために，納税額が増加する

見通しであることを述べている。この記述からは，コンパックがシンガポー

ルで��の自社生産を１９９０年代末まで続けていた一因として，シンガポール政

府による税制優遇があったことが推測される。

　一方，マレーシアについても，デルは１９９５年にマレーシアのペナンにアジ

ア太平洋向けのカスタマー・サービスセンターを設置したが，２００１年５月に

日本向けデスクトップ��の生産をペナンから中国の厦門に移転している。

さらに，同じく２００１年にはマラッカにあったゲートウェイ（�������）の工場

が閉鎖されている。

　デスクトップ��に関するかぎり，以上のような事実とグラビティ・モデル

を用いた分析は整合的である。アメリカ向けデスクトップについては２００１年

以降，隣国のメキシコが最大の輸入先となっているし，デルは日本向けのデ

スクトップ生産を２００１年にマレーシアから厦門に移管している。「顧客の近

くへ立地する」という���上の力学は，事実からも統計からも裏付けられる。

���



　一方で，ノート��については「パラドックス」が残される。グラビティ・

モデルによる「ノート��の輸送距離弾力性が高まっている」という分析結果

は，「顧客の近くに立地する」という原則と整合的である。しかし，１９９９年以

降，ノート��の平均輸送距離が増大していることや，アメリカのノート��

の輸入が隣国のメキシコではなく，中国，台湾，マレーシアなどから行われ

ていることとは矛盾している。

　

　４．台湾企業の特異性

　

　もし，「顧客の近くへ」という���上の力学が強まったことが，シンガポー

ルの��産業が衰退した主な要因であったとすれば，アメリカ向けの��輸出

の多くは，ノート��，デスクトップ��を問わず，アメリカ国内もしくはメ

キシコなどの近隣国から行われることになるはずである。事実，アメリカの

デスクトップ���の輸入に占めるメキシコのシェアは，１９９０年代を通じて高

まってきた。また，ノート��についても，１９９７年にはメキシコが国別輸入

シェアで首位に立っている。

　しかし，アメリカのノート��輸入先の中心は，１９９０年代末には台湾に移り，

２０００年以降輸入が急増した中国についても，基本的に台湾企業の中国への進

出によるものである（１８）。「顧客の近くへ」という原則に反する，ノート��を

中心とした台湾の���メーカーの台頭は，どのように説明できるだろうか。

　図１５と図１６は，前述のグラビティ・モデルにおける国別輸出ダミーの推移

を示したものである。これは，需要サイドの変動や輸送距離が輸出額に与え

る影響を除いた各国の「製品供給能力」を示すものといえる。この図から明

らかなのは，シンガポールと台湾のデスクトップ��についての「供給能力」に

それほど差がないのに対して（１９），ノート��については，１９９９年を境に大きな

差がついている点である。��産業におけるシンガポールと台湾の差が決定

的になったのは，１９９９年以降であるといえる。シンガポールの��産業の「供

給能力」は，この間，大きく変化していない。しかし，「顧客の近くへ」とい

　第５章　シンガポール・マレーシアの��関連産業の盛衰　���



う���上の圧力により，シンガポールは多国籍企業の製造拠点からはずれる

ことになったといえる。一方で，台湾は，���という形態でノート��の生

産拠点として重要な役割を果たすにいたった。台湾企業は「顧客の近くへ」

という���上の圧力に抗する「供給能力」を急速に高めていったといえる。

　それでは，台湾のノート��産業の「供給能力」の源泉は何であろうか。

������［１９９５］は，シンガポール製ノート��がアメリカ市場で大きなシェア

を占めていた１９９４年の時点での，シンガポールと台湾の��メーカーの役員の

インタビューを次のように対比させている。あるシンガポールの��メー
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カーの役員は，次のように発言している。

　「正直いって，ノート��ビジネスは行いたくない。大きさ，重さ，機能的

な要求が目まぐるしく変化し，大量の在庫で身動きが取れなくなり，ひどい

目にあう可能性がある」（������［１９９５��８］）。

　一方，台湾の大手��メーカーの会長は次のように述べている。

　「我々の優位性はスピードだ。マザーボードを２～３週間で変更すること
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ができる。アメリカでは１年かかる……台湾では，週末に仕事を受けてくれ

る企業をみつけるのはとても簡単だ。そうした企業は，このようなサポート

をしてくれる。彼らはレギュレーションやルールを曲げるだろう
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

（傍点筆者）。

彼らはそれを１週間ではなく，２日でやってくれる。たとえ，標準的な手続き

が『�には１週間かかる』であってもだ。これは，我々がたくさんの調達先

をもっており，彼らは我々からの仕事が欲しいのためだ」（������［１９９５��８］）。

　台湾は，生産のみならず設計を含めたノート��のライフサイクル全体とし

てのスピードをあげることで，「顧客の近くへ」という���の力学を覆した

と考えられる。つまり，１９９０年代以降の���の力学を前提にすれば，「なぜ，

シンガポール・マレーシアの��産業は衰退したのか」という問いよりも，

「なぜ，台湾の��産業は衰退を免れたのか」という問いの方が本質的である。

その答えは「台湾はノート��を中心に，���というビジネス・モデルを��

業界にもち込み，設計を含めた���の合理化を多国籍企業に提示することで

成功を収めた」ということになる。

　５．寡占的産業の優位性

　

　シンガポールの���産業やマレーシアの���産業については，１９９０年代

以降も世界的な生産・輸出拠点としての地位を保っている。これは，こうし

た製品の輸送距離弾力性が１９９０年代を通じてほとんど変わらないことからも

みてとれるように，「顧客の近くへ」という力が強くならなかったためである

と考えられる。一方で，データ記録装置とマイクロプロセッサ類の平均輸送

距離が短くなっていることについては，一見「パラドックス」のように感じ

られる。しかしこれは，台湾や中国での��の生産が増加し，データ記録装置

やマイクロプロセッサ類をコンポーネントとして購入する「顧客が生産地に

近づいた」ことによると考えればパラドックスではない。

　なぜ，シンガポールの���産業やマレーシアの���産業は，両国の��産
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業とは異なり，繁栄を続けることができたのだろうか。ひとつの解釈は，

���や���が価格・重量比が高いため輸送コストが問題にならず，「どこに

立地していても関係ない」類の製品であるというものである。しかし，両製

品の貿易の距離弾力性がマイナス１から１�２程度であることを考えれば，この

説明は当たらない。もし，どこに立地しても関係ない類の製品であれば，貿

易の距離弾力性は０に近くならなければならない。デスクトップ��やノー

ト��と異なり，���や���の貿易の距離弾力性は１９９０年代に高まったわけ

ではないが，「どこに立地していても関係ない」といえるほど低くはないので

ある。また，「どこに立地していても関係ない」類の製品であれば，シンガポー

ルやマレーシアに立地し続ける必要はなく，労働力も安く，��産業という

「顧客」にも近い中国やメキシコに移転してもおかしくはない。

　それではなぜ，シンガポールの���産業やマレーシアの���産業は他国

に移転しなかったのだろうか。さまざまな要因が考えられるが，基本的には

���や���が寡占的な産業であり，そのなかでドミナントな地位を占める

インテルやシーゲートは現状で十分に利益が出ているために移転する必要が

なかった，ということになるだろう。

　たとえば，半導体産業の営業利益率は平均１３�５２％であるが，インテルのそ

れは３１�１４％に達する（２０）。また，���産業の営業利益率は平均４�０２％であるが，

シーゲートのそれは１２�５２％である。これに対し，��業界の利益率は平均

１�９８％，最大手のデルの利益率は８�１１％にとどまっている。��産業と比較し

て半導体産業および���産業の利益率は高く，なかでも業界最大手のインテ

ルとシーゲートの利益率はさらに高いことがわかる。

　６．多国籍企業にとってシンガポール・マレーシアに立地するメリットは何か

　このようにコスト面，とくに労働コスト面での圧力が��産業と比較して弱

いと考えられるインテルやシーゲートの場合，現地の労働コストの上昇にあ

わせて，新しい低賃金国へ移動していくメリットは小さい。むしろ，長年同
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じ国に立地していることから生じるさまざまなメリットの方が大きいと考え

られる。たとえば，（１）企業内での人材の成長，（２）現地での事業活動を

サポートする地場企業の成長，（３）現地政府との良好な関係などである。

　「企業内での人材の成長」については，シンガポール・マレーシア両国で英

語が広く通用していることと関連が深いように思われる。英米系の企業の場

合，従業員が特別な訓練をすることなく本社と現地法人の間でコミュニケー

ションを行うことができる。また，本社と現地法人との間の人材の流動性も

高くなる。人材育成の観点からは，このメリットは計り知れない。たとえば，

インテルの場合，ある技術をマレーシアに移転する場合，それに先だってマ

レーシア人の設計技師をアメリカ本国で１～２年，当該技術を担当する部署

に勤務させるということを行っている（���������	
［１９９９��３１�３２］）。こうした

人材の成長については，技術系の人材にとどまらない。多くの英米系の企業

では，シンガポール・マレーシア法人の社長も含めたマネージメントの多く

が現地人となっている。

　こうした英米系多国籍企業の「現地化」傾向は，「活動をサポートする地場

企業の成長」を促進する。高位のマネージメントや技術者が，多国籍企業と

良好な関係を保ったままスピンオフするケースは多くみられる。また，現地

の中小企業との密接な関係を築くうえでも多国籍企業の「現地化」はプラス

に働く。

　「現地政府との良好な関係」については，シンガポール・マレーシア両国の

優秀な行政機構の存在も大きい。両国政府とも１９６０年代後半から積極的な多

国籍企業誘致を行っており，さまざまな優遇措置を多国籍企業に与えている。

また，発展途上国としては汚職が少ないことでも有名である。実際，シーゲー

トの場合には，前述のように政府の素早い対応や各種インセンティブがシン

ガポール進出の決め手となっているし，インテルの場合も州政府からの積極

的な働きかけによりペナンに進出している。

　そもそも，シンガポール・マレーシアの両国は英領の植民地として発展し，

第二次世界大戦後も宗主国との交渉によって平和裡に独立を果たしている。
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したがって，独立後も両国には英系企業の権益が残ることになった。つまり，

両国にとって，多国籍企業は新しい存在ではなく，多国籍企業をホストする

ことには周辺各国，とくに東アジア各国と比べて格段に長けているといえる。

こうした歴史的要因から，とくに英米系の多国籍企業が他国に比べてシンガ

ポール・マレーシアを「居心地の良い国」と感じていても全く不思議ではな

い。あるいは，こうした「居心地の良さ」は多国籍企業が他国に展開する際

に必要となる「目に見えないコスト」の低さと言い換えることができるかも

しれない。

　以上のような多国籍企業にとってのメリットが，労働コストを中心とした

コスト削減の圧力を上回っている企業・産業については，シンガポール・マ

レーシアは長期的にコミットするのに適した国ということになり，実際に

シーゲートやインテルにとっては世界的な分業体制のなかで，両国は不可欠

な拠点となっている。

第４節　シンガポール・マレーシアの��関連産業――地場企業

６社のケース・スタディ

　

　本節では，シンガポール・マレーシアの地場の��関連企業を６社取り上げ，

成功例と失敗例を対比させることで，次節でシンガポールが「東南アジアの

台湾」になれなかった理由と，「東南アジア型発展」の可能性を探る資料とし

たい。

　１．���ビジネスでの失敗例

　シンガポールの���コーポレーション（�����������	
��）は，１９８５年にパト

リック・ニャン（��������	
���）とベンジャミン・ニャン（���������	
���）

の兄弟によって��メーカーとして創業した。���は１９８６年から欧州市場への
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進出をはじめ，���ターミナルやデスクトップ��の販売を行っていた。とく

に，フランス市場では大きな成功を収め，同国の雑誌が１９８９年に実施した顧

客満足度調査では第２位にランクされた（���������	�
����������������

���������	��
������������������［１９９６］）。

　���は１９９１年にマレーシアなどの近隣諸国や中国へも進出を開始したほか，

北米市場への進出を図るべく，アメリカの有力な��通販業者であった�������

��������	
������を１９９３年に買収した。この買収によって���の北米でのビ

ジネスは大きく拡大し，１９９３年の地域別の売り上げシェアは，欧州が３７％，

アジア太平洋地域が３５％，アメリカが２５％，その他が３％となった（２１）。

　���の売上高がピークに達したのは１９９５年度である。日本経済新聞による

第２回アジア企業売上高ランキング（『日本経済新聞』１９９６年１２月２日）では，���

はシンガポール企業として第９位にランクされている。１９９５年度時点での

���の製品別売上高の構成のうち６８％を一般的な��が占めており，���はア

ジアで最も成功を収めた��企業のひとつであったといえる。この時点での，

地域別の売り上げはアジア太平洋が４６�７％，アメリカが２８�８％，欧州が２１�４％，

その他が３�１％となっていた。

　しかし，１９９６年度以降，����の業績は急速に悪化していく。地域別の売上

高を１９９５年度と１９９７年度で比較すると，アジア太平洋地域が４９％の減少，ア

メリカが８７％減少，欧州が５６％の減少と，とくにアメリカでの不振が目立つ。

���は１９９８年第２四半期に，��本体と周辺機器のビジネスから撤退した。

���自体はその後も企業として存続しているが，２００５年現在，教育，��サー

ビス，投資事業などを中心とした全く別の企業へと変貌している。

　���の失敗の原因は，１９９０年代初頭までの欧州市場での���ビジネスの成

功によって，同様のビジネスを１９９０年代前半に世界各地で拡大したことにあ

る。���ビジネスで有力な多国籍企業に勝てなかったことで，���は経営難

に陥ることになった。���は���ビジネスも行っていたが小規模なものにと

どまっており，���から���への転換を行うこともできなかった。���は韓

国に子会社を設立したり，ドイツの通信機器メーカーを買収するも，ともに
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現地企業が経営難に陥るなど，��の���ビジネス以外の収益の柱を確立す

ることができなかった。

　���と同様に，１９９０年代前半に���ビジネスに重心を置いたことで失敗し

た例としては，台湾の宏碁電脳（����）などがあげられる（川上［２００５］）。一

方で，台湾の場合には，���ビジネスをもっぱら行う企業と���ビジネス

を中心に行っていた企業がともに複数存在し，前者の系譜が現在成功を収め

ている廣達電脳などの企業である。シンガポールの場合，���のような地場

企業が他になく，企業戦略を国レベルで分散させることができなかったこと

が不幸であったといえるだろう。

　２．ニッチでの成功例

　シンガポールのクリエイティブ・テクノロジー（���������	�
�����）は，

１９８１年にシム・ウォン・フー（���������	��）によって設立された。１９８０年

代前半は中国語と英語の両方を文字どおり「喋る」��など，独自の��本体

を製作していたが，目立った成功を収めていなかった（２２）。

　クリエイティブ・テクノロジーを一躍有力企業に押し上げたのは，１９８９年

に発売した��用サウンドカードの��������	
��の成功である。������

�������は��用サウンドのデファクト・スタンダードとなった。その後，クリ

エイティブ・テクノロジーはグラフィックカードなどにも参入したものの，

サウンドカードのような成功を収めることはできなかった。しかし，１９９９年

に携帯型デジタル・オーディオ・プレーヤー�����が成功を収め，同業界

でも有力ブランドとしての地位を占めている。２００４年度の売り上げは８億

１４８５万米ドル，従業員は４７００名となっている。

　クリエイティブ・テクノロジーは，「幸いにも」��本体のビジネスで大き

な成功を収めることができなかったため，当時はニッチであったサウンド

カードに参入した。そこで成功を収め，また，１９９０年代にほとんどの��がマ

ルチメディア機能を搭載するようになったことで飛躍的な成長を遂げること
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になった。

　��産業においては，ニッチ市場で支配的な地位を確立していた企業が，市

場の突然かつ急激な拡大によって世界的な企業に上り詰めるケースが数多く

見受けられる（��������［１９９２］）。クリエイティブ・テクノロジーはまさに，

このような例にあたる。競争の激しい��本体の���ビジネスで失敗した

���と好対照の例であるといえるだろう。

　３．多国籍企業と競合し，敗退した例

　シンガポールの���は，ナットスティール（��������）グループ傘下の企業

として，１９８１年に創業した（２３）。�１９９４年に台湾出身のチェスター・リン

（�����������	
�）が���（�����������	
��
�，経営陣による買収）によって同

社を掌握して以降，急速に業績を伸ばした。１９９８年には当時苦境にあった

アップルから工場を買い取り，その後，����のマザーボード生産を受注した

ことでさらなる成長を遂げた。１９９９年の時点で，���は世界第６位の���企

業で，１万２０００人を雇用し，世界１１カ所に工場をもっていた。日本経済新聞の

１９９９年度版アジア企業売り上げランキングで，���はシンガポール企業とし

て第６位にランクされていた（『日本経済新聞』２０００年１２月１５日）。

　���は積極的に世界各地で欧米企業からの工場買収を進め，グローバルな

���企業を目指して企業規模を拡大していた。それにともない売上高も順

調に伸びていたが，１９９９年に大きな転機が訪れる。同社の売り上げの５３％を

占めていたアップルとの契約を韓国の��電子に奪われたのである。その後，

２０００年には���は世界最大の���企業のひとつであるアメリカのソレクト

ロン（���������）に買収され，独立した企業としての終焉を迎えた。

　���の場合，���と異なり，完全にビジネスとして失敗したわけではない。

しかし，世界的な���と競争するために規模の拡大を目指す戦略が行き着い

た先は，独立した企業として存立することをあきらめ，より大きな先進国の

企業の傘下に入ることであった。���の例は，シンガポール企業が多国籍化
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して，先進国の多国籍企業と直接競争することの難しさを示している。

　４．多国籍企業を補完することで成功した例

　シンガポールのベンチャー・コーポレーション（���������	�
	����	�）は１９８４

年に��でさまざまなマネージメントの役職を歴任したウォン・ニ・リョン

（����������	����）によって設立された企業をルーツにもつ���企業である（２４）。

２００５年の時点で従業員数は約１万４０００人で，シンガポール，マレーシア，ア

メリカ，インドネシア（ビンタン島），中国に工場をもつ。２００４年の売上高は

３２億�ドルであるが，���大手のソレクトロンに比べると，売上高では１０分

の１程度で���としては中規模であるといえる。

　ベンチャー・コーポレーションの場合，���のほか，��出身のマネージメ

ントが多いということもあり，��と強い関係を築いている。２００２年の時点で

売上高の４０％をプリンタ関連の製品が占めている。��とは共同で産業用の

カラー・ラベルプリンターの開発を行うなど，単なる生産の請負を超えて，

協力関係を築いている。

　ベンチャー・コーポレーションは，���と異なり，規模の拡大を目指すの

ではなく，特定の有力多国籍企業と人的つながりを含めた深い関係を維持す

ることで安定的なビジネスを行っている。このように，多国籍企業からスピ

ンオフした経営者が，その後も元の企業と強い関係をもちながらビジネスを

拡大するというケースは，マレーシアにもみられるものである。以下の２社

は，ともに売上高が２～３億リンギ（約６０～８０億円）程度と規模は小さいが，

多国籍企業のベンダーとして成功を収めている。

　���関連部品を主に生産するエン・テクノロジー（���������	��
�����）

は，１９７４年にペナンで設立された（２５）。設立当初は，多国籍企業に工作機械の

スペアパーツの供給やメインテナンスサービスを供給していた。その後，精

密加工へと業態を広げ，���のアクチュエーター・アーム（２６）の製造で成功

を収めた。現在では，マレーシア以外にもシンガポール，香港，中国，フィ
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リピン，タイに子会社をもち，２００３年の売り上げは２億１７０億リンギである。

主な顧客はシーゲート，マクストア，富士通，ミネベア，日立グローバル・

ストレージ・テクノロジーなどの多国籍企業で，顧客の上位５社が売り上げ

の８８％を占めている。エン・テクノロジーの発展には，こうした有力な多国

籍企業との密接な関係が大きく影響していると考えられる。

　グローブトロニクス・テクノロジー（���������	
���
�������）は１９９１年に

元インテルの２人のエンジニアによってペナンで創業された，��の組立から

テストまでを請け負う企業である（２７）。現在では，中国の嘉興，上海，香港，

フィリピンに子会社をもち，売上高３億３１００万リンギ，従業員数２５００人超と

なっている。グローブトロニクスの場合も，１９９７年の時点で，顧客のうちイ

ンテルを含む上位２社の多国籍企業が売り上げの９５％を占めており，やはり

多国籍企業との密接な関係をベースに発展してきたといえる。

第５節　結語

　

　本章ではまず，シンガポール・マレーシアの��関連産業が，どの製品につ

いて強みをもっていたのかを，アメリカ市場を例として，時系列で明らかに

した。シンガポール・マレーシアは１９９０年代前半にはデスクトップ��および

ノート��，���や���など��製品全般に強みをもっていた。シンガポール

はその後，��については優位性を失う一方で���については強みを維持し，

マレーシアは���の強みを維持するとともに，デルの進出によってノート

��にも強みをもつようになった。

　続いて第２節では，こうしたシンガポール・マレーシアの��製品の輸出の

担い手は多国籍企業であり，多国籍企業が両国を輸出拠点として選択するか

否かが，両国がどの��製品に強みをもつかと直結していることを明らかにし

た。

　第３節ではグラビティ・モデルを用いた分析により，ノート��およびデス
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クトップ��については，１９９０年代に貿易の距離弾力性が大きくなったことを

明らかにし，その理由として��メーカーが���を強化したことを挙げた。一

方で，ノート��の平均輸送距離が伸びていること，および台湾のノート��

の「供給能力」が１９９９年以降，急速に増大していることから，台湾企業は

「顧客の近くへ」という���の力学を覆す独自の強みをもっていることを示

した。具体的には，単に製品を生産して顧客に届けるスピードだけでなく，

���というビジネス・モデルによって，製品の設計を含めた製品ライフサイ

クル全体のスピードを上げる能力を台湾企業はもっていると考えられる。

　第４節ではシンガポール・マレーシアの��関連企業６社のケース・スタ

ディから，企業の戦略の違いや，企業が抱える顧客の違いが，成功と失敗を

分ける要因となりうることを示した。��産業において国レベルで成功するた

めには，多様な戦略・顧客をもつ企業が「層」をなしており，全体としてリ

スクを分散し「誰かが成功する」体制となっていることが必要であることが

明らかとなった。

　このようにみてくると，シンガポール・マレーシアが��ビジネスで最終的

に成功できなかったのは，国の経済規模が小さいことに加えて，��産業の中

心が多国籍企業であり，地場企業の絶対的な数が少なかったことが大きいと

考えられる。地場企業の絶対数の少なさは，（１）国レベルで経営戦略や顧客

を分散させ，「誰かが成功する」体制を築けない，（２）���ビジネスに対応

できるような柔軟な部品調達体制を築くことができない，といったデメリッ

トをもつ。

　電子産業が成長を開始した時点で，シンガポール・マレーシアの製造業基

盤は小さなものであった。１９７０年時点でマレーシアの���に占める製造業

の比率は１４�７％であった（２８）。シンガポールはマレーシアに比べれば工業化が

進展しており，���に占める製造業の比率は２０�４％であった。一方，台湾の

場合，１９７０年の時点で���に占める製造業の比率はすでに３３�０％に達してい

た。また，１９７０年時点での製造業の生産額を比較すると，シンガポールが３

億８６８０万米ドル，マレーシアが５億７６０万米ドルであったのに対し，台湾の製
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造業生産額は１８億６８００万米ドルに達していた。当時の人口をみると，シンガ

ポールが２０８万人，マレーシアが１０５４万人，台湾が１４６８万人であるから，１人

当たりの製造業生産額はシンガポールが１８６�０米ドル，マレーシアが４８�２米ド

ル，台湾が１２７�２米ドルとなり，シンガポールが最も高くなる。しかし，人口

規模が台湾の約７分の１であるため，製造業基盤の層の厚さという意味では

台湾に大きく劣っていたといえる。

　マレーシアについては，工業化の度合いも，製造業基盤の層の厚さも，台

湾には遠く及ばなかったといえる。さらに，輸出型の多国籍企業を���に誘

致する以前の段階で，マレーシア経済に占める外国資本の割合は非常に大き

なものであった。１９７０年の時点でマレーシアの国内資本に占める外資の割合

は６２�１％に達していた（��������［１９７６］）。これは，マレーシアがイギリスか

らの独立を軍事的な対決ではなく交渉によって勝ち取ったことで，独立後も

植民地時代の利権が維持されていたためである。マレーシアの場合，狭い国

内の製造業基盤のうち，地場資本の占める割合はさらに小さく，電子産業に

限定すれば多国籍企業の進出以前にはほとんど地場企業がなかったというこ

とができる。

　こうした状況下で，シンガポール・マレーシア両国は多国籍企業を大規模

に誘致することで急速に電子産業を発展させてきた。歴史的経緯を考えれば，

多国籍企業中心の両国の電子産業の構造は自然なものであるといえる。

　しかし，その多国籍企業中心の��産業の構造が，両国が��産業で成功する

ことを阻んだといえる。もし，シンガポール・マレーシア国内に���のよう

な企業が複数あり，そのうちいくつかが���ビジネスを中心にしていたら，

あるいは���のような���が複数あり，顧客の変動に対して企業群レベルで

対応できていたとしたら，シンガポール・マレーシアが��ビジネスで成功で

きた可能性は高まっていたかもしれない。ただ，たとえ���ビジネスを中心

とする企業がシンガポール・マレーシアに現れていたとしても，台湾のよう

な地場企業の「層」がないために，���ビジネスで必要とされる柔軟な部品

調達体制を築くことは難しかっただろう。
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　一方で，シンガポール・マレーシアの多国籍企業中心の電子産業の構造に

は，メリットもあると考えられる。���や���のような寡占的な構造をも

つ産業では必然的に多国籍企業がその中心となり，地場企業がそこに割り込

むことは難しい。しかし，多国籍企業を誘致することによって，シンガポー

ルやマレーシアのような途上国でも，こうした寡占的産業の輸出拠点となる

ことが可能になったのである。また一般的に地場企業に比べて「逃げ足が速

い」とされる多国籍企業も，高い利益率を維持しているかぎり，他国へ移転

するインセンティブは低い。シンガポールは���の，マレーシアは���の

重要な供給地としての地位を１９９０年代を通じて現在まで保つことができてい

る。こうした多国籍企業の長期にわたる両国へのコミットメントが，多国籍

企業と補完的な活動を行うベンチャー・コーポレーションやエン・テクノロ

ジーのような地場企業の成長を促している。

　さらには，シンガポール・マレーシアに立地する多国籍企業も，長期にわ

たる両国へのコミットメントのなかで，徐々に現地法人に高度な業務を任せ

るようになってきている。前述のように，シーゲート・テクノロジーはシン

ガポールで１インチ���の開発から生産までを行っている。また，インテル

はマレーシアで，同社の今後の中核事業のひとつともいえるデジタル・ホー

ム・プラットフォームなどをサポートする検証センターを設立することに

なっている。

　このように，多国籍企業中心の産業発展は，（１）途上国企業単独では参入

し得ない寡占的な産業への参入を可能にする，（２）多国籍企業を補完するタ

イプ地場企業の発展を促進する，（３）多国籍企業内部で徐々に高度な役割を

担うことで，寡占的産業のなかでさらに付加価値の高い業務を担うことがで

きるようになる，といったメリットをもつ。

　これは，本書第２章で述べられているように，台湾企業が「���の天井」

への対応に苦慮する姿とは異なる。また，韓国（第１章）や中国（第３章・第

４章）の携帯電話関連企業が自国市場の特異性を梃子に業績を伸ばしたケー

スとも異なる。シンガポール・マレーシアは中国，韓国，台湾のように著名
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な地場系企業を輩出しているわけではないが，第２節の分析からも明らかな

ように，��関連産業全体でみると，中国に匹敵し，台湾，韓国を大きく上回

る輸出パフォーマンスを発揮している。したがって，地場企業の発展の度合

いのみをもって，シンガポール・マレーシアの��関連産業は発展が不十分で

あると結論づけることは適切ではない。

　また，多国籍企業の現地法人が産業の中心であるということは，その国が

低付加価値活動から脱却できないことを意味するものではない。もし，その

国が高度な技術をもつ人材を豊富に供給でき，知的財産権制度なども整って

いるとすれば，多国籍企業がその国で重要な�＆�を行わない理由はない。

シーゲート・テクノロジーやインテルの例のように，多国籍企業にとって両

国の現地法人が欠くことのできない重要な地位を占めるにいたり，企業内で

の地位を向上させていく例が増えるとすれば，それは地場企業が多国籍企業

と競合しながら発展する北東アジア型の発展とは別の成功パターンである

「多国籍企業内産業発展」ということができるのではないだろうか。

　「多国籍企業内産業発展」の前提としては多国籍企業と長期にわたって良好

な関係を築くことが必要であるが，それはどの国でも可能なものではない。

たとえば，東アジア各国では，当該国の民族系以外の多国籍企業が「現地化」

し，世界的な社内分業の一翼を担っている例は少ない。シンガポール・マレー

シアは「多国籍企業をホストする能力」に秀でており，両国の産業発展の形

態もそうした能力に起因するものであるということができるのではないだろ

うか。

〔注〕―――――――――――――――

�　本章ではアメリカの貿易データとして，アメリカ国際貿易委員会の貿易デー

タベース（������������	
����������）を用いた。同データベースでは，１９８９年

以降のアメリカの貿易データを月次ベース，��コード１０桁レベルで公開してい

る。

�　��������データベース，��コード８７４１の数値。

�　本 節 の「���」輸 入 デ ー タ は，２００２年 以 降 に つ い て は��コ ー ド

８５４２�２１�８０７１，８０７２および８０７９，２００１年以前については８５４２�１３�８０６６，８０６７およ

���



び８０６８，１９９５年以前については８５４２�１１�００４５，００６６，００６７，００６８，８０６６，８０６７，

および８０６８を指す。

�　本節の「���」輸入データは，１９９６年以降については��コード８４７１�７０�４０６５

および５０６５，１９９５年以前については８４７１�９３�３０４０および４０５０を指す。

�　本節の「プリンタ」輸入データは，１９９６年以降については��コード

８４７１�７０�４０６５および５０６５，１９９５年以前については８４７１�９３�３０４０および４０５０を指す。

�　本節の「����」輸入データは，���コード８５４２�１３�８０２９�８０３０�８０３１および８０３２

を指す。

�　����の特性などについては，�������［１９９８］を参照。
�

，

　　　　　　　　　　　　ただし，���は�国�品目の輸出額。

　�

�　２００５年１２月，シーゲートはマクストアを買収することを発表した。

�　シンガポールの���産業の発展については，���������	
��
��［２０００］を参

照。

�　中垣忠彦氏（������社）提供の生産データに基づく。

�　シーゲートは「�������������	
������������
�����������」として売上高では

表２の１３位に相当するが，電子産業（製造業）に分類されていないため，表２

には含めていない。シーゲートの場合，販売会社と製造会社を分離していると

考えられ，売上高でみた順位が低くなっている。

�　オムニ・エレクトロニクスは���企業で，２００１年にカナダの���大手セレス

ティカ（���������）に買収された。

�　インテルのホームページ（�������������	�
����）を参照。

�　���������	��
������［������������	�］などによる。

�　すべての品目，すべての年について，帰無仮説は１％水準で棄却される。

�　デスクトップ��の輸送距離弾力性の推計値を���，ノート��輸送距離弾力性

の推計値を���とした場合，すべての年について帰無仮説��：���＝���は１０％水準

でも棄却できない。

�　平均輸送距離は，各品目について，貿易が行われた２国間の距離（２国の首

都間の大圏距離で近似）を貿易額で加重平均したものである。

�　マレーシアからのノート��の輸出増加は，デル１社の決定に大きく依存して

いる。デルがマレーシアに立地する要因については，���を供給するインテル

に近いこと以外にも，政府から各種優遇措置を受けていることがある。

�　貿易データの分析では，最終製品としてのデスクトップ��を対象としたため，

シンガポールと台湾で「供給能力」に大きな差は出ていない。しかし，現実に

はデスクトップ��の主要コンポーネントであるマザーボードの設計・生産にお

いて，台湾は圧倒的なシェアをもっていることを指摘しておく必要があるだろ
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う。

�　２００５年２月現在，����������	
（����������	�
��	����
��）による。以下，

本項の分析は同データを利用している。�

�　本項における各種データは，�����������	
��［������������	�］による。

�　本項の記述は，���������	�
�����［������������	�］および同社ホームペー

ジ（������������	
���
�����）による。

�　本項の記述は，������������	�
��	�［������������	�］による。

�　ベンチャー・コーポレーションについての記述は，���������	�
	����	�

［������������	�］および同社ホームページ（������������	
���	�������），同

社への聞き取り調査による。

�　エン・テクノロジーについての記述は，���������	��
���	�
��［��������

������］による。

�　���で読み書きを行うヘッドとそれを駆動させるアクチュエーター（モー

ター）をつなぐ部品。

�　グローブトロニクスについての記述は，���������	
��	�������［��������

������］および同［１９９７］による。

�　本パラグラフの統計については，��������	
����������	���
��������������

������������	
����������������	�
�����������������������������	������

��������	
�	�����	��������	
������������������������������２００５および，アジア

経済研究所『アジア動向年報��１９７１年版』１９７２年，アジア経済研究所，より作

成している。
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　第５章　シンガポール・マレーシアの��関連産業の盛衰　���
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